
年金改革の骨格に関する方向性と論点（要約） 
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厚 生 労 働 省 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

○ この「年金改革の骨格に関する方向性と論点」は、平成 16（2004）年の年金改革に向けて、これまでの各方面

の議論を参考にし、厚生労働省において、改革の骨格に関して今後の議論のたたき台としてとりまとめたもので

ある。論点ごとに必要に応じ選択肢を示しながら、今後の幅広い議論の参考として作成したものである。 

今後、広く国民的議論が行われることを期待するとともに、そのような議論に基づいた国民的な合意の下で改

革を進めていくことを目指すものである。

１． 平成 16 年の年金改革の基本的視点 

①  若い世代を中心とした現役世代の年金制度に対する不安感、不信感を解消すること 

②  少子化の進行等の社会経済情勢の変動に対し、柔軟に対応でき、かつ恒久的に安定した制度とすること 

③  現役世代の保険料負担が過大にならないよう配慮することに重点を置きつつ、給付水準と現役世代の保

険料負担をバランスのとれたものとすること 

④  現役世代が将来の自らの給付を実感できる分かりやすい制度とすること 

⑤  少子化、女性の社会進出、就業形態の多様化等の社会経済の変化に的確に対応できるものとすること 

《特に平成 16 年の年金改革において取り組むべき課題》 

○ 前回改正法で規定された、安定した財源を確保して基礎年金国庫負担割合を 2 分の 1 に引き

上げることは、最終保険料水準を過大にせず、給付も適切な水準を保つため、不可欠。 
○ 少子・高齢化が急速に進行する中で、将来の保険料水準を過度に上昇させないため、保険料

引上げ凍結の解除が必要。 
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２．改革の基本的な方向性と論点 

  （１） 年金制度の体系 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

《定額の公的年金とその上乗せの私的年金を組み合わせた体系》 
○ 公的年金としては基礎的生活費を賄う水準の定額年金のみとし、上回るニーズには私的年金という考え方もある。 
○ 定額保障は、公的年金として、現役時代と比べて老後の所得保障の機能が十分でなくなる等の問題があり、十分な議論が必要。 

《基礎年金を税方式とする体系》 
○ 基礎年金について税財源による無拠出制の給付を行う税方式については、未加入・未納問題が存在しなくなる等の利点がある

が、現役時代の拠出の有無に関わりない保障が、自律と自助の精神に立脚する我が国の経済社会の在り方に反しないか。 
○ その他、巨額の税財源の確保の必要性、所得制限が不可避となること、これまでの保険料納付実績の評価をどうするか

等、困難な問題があり、これら論点についての総合的な議論が十分行われる必要がある。 

年金制度の体系に関する各方面での議論 

 
○ 国民皆年金の下、保険料納付が年金給付に結びつく社会保険方式。 
○ 統一的な定額基礎年金に所得比例年金を上乗せした体系で、所得再分配機能が働く仕組み。 
○ 制度運営への国の責任の表明として基礎年金に一定の国庫負担。 
○ 賦課方式を基本に積立金を保有し、運用収入で将来の保険料水準を抑制していく財政方式。 

国民皆年金と社会保険方式を基本とした現行の制度体系 
 

《一本の所得比例年金と補足的給付を組み合わせた体系・・・スウェーデンの例を参考》 
○ 近年の就業形態の多様化等を踏まえ、一本の所得比例年金を創設し、 

低・無所得者については税財源の無拠出制の補足的給付を設ける考え方。 
○ 所得把握の問題、稼得の態様の違い等により、現時点でこれを直ちに実現することには困難がある。 
○ 無拠出制補足的給付の導入方法、完全な所得比例年金の評価、生活保護制度との整合性等も十分な議論を進める必要がある。

  
 
 
 
 
 
 
 

 

○ 社会保険方式に基づく現行の制度体系を基本として改革を進めていく。 
○ 安定した財源を確保して国庫負担割合の 1/2 への引上げ、国民年金保険料の多段階免除導 

入の検討、徹底した保険料収納対策等により長期にわたる安定的な運営の確保を図っていく。 
○ 制度改革により、長期的に安定した制度とする措置を講じた上で、今後さらに、所得比例構造に基づく一本の社会保険

方式による年金制度の導入等を含め、長期的な制度体系の在り方について議論を進めていく。 

平成１６年の年金改革の方向 
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（２）少子化の進行等の社会経済情勢の変動を踏まえた給付と負担の見直し（２）少子化の進行等の社会経済情勢の変動を踏まえた給付と負担の見直し

○これまでの方式 － ５年ごとの財政再計算の際に、人口推計や将来の経済の見通しの変化　

　　　（方式Ⅰ）　　　　　等を踏まえて、給付水準や将来の保険料水準を見直す

○新しい方式　　　－ 最終的な保険料水準を法定し、その範囲内で給付を行うことを基本に、 　

　　（方式Ⅱ）　　　　　少子化等の社会経済情勢の変動に応じて、給付水準が自動的に調整　　
　　　　　　　　　　　　　される仕組みを制度に組み込む（保険料固定方式）

○これまでの方式 － ５年ごとの財政再計算の際に、人口推計や将来の経済の見通しの変化　

　　　（方式Ⅰ）　　　　　等を踏まえて、給付水準や将来の保険料水準を見直す

○新しい方式　　　－ 最終的な保険料水準を法定し、その範囲内で給付を行うことを基本に、 　

　　（方式Ⅱ）　　　　　少子化等の社会経済情勢の変動に応じて、給付水準が自動的に調整　　
　　　　　　　　　　　　　される仕組みを制度に組み込む（保険料固定方式）

給付と負担の見直しの基本的な考え方

最終的な保険料水準を固定する考え方を含め、複数の方式による給付と負担の見通しを試算
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方式Ⅰ　５年ごとの財政再計算の際に、人口推計や将来の経済の見通しの変化等を踏まえて、
　　　給付水準や将来の保険料水準を見直す

方式Ⅰ－１　給付水準維持方式

　現行の給付水準を維持し、５年ごとの財政再計算の際に、少子化等の社会経済情勢の変動に対応して、
　保険料水準の見直しを行う

《試算結果について》

　基準ケースでは、現行の給付水準を維持するためには、最終保険料（率）は、厚生年金について23.1%、
国民年金について20,500円（平成１１年度価格）とすることが必要。

２０，５００円（１１１）

２９，３００円＜１１６＞

２３．１％（１１７）

　　　２６．２％＜１２１＞　　　

今回の試算の基準ケース

（参考）国庫負担割合を１／３にとどめた場合

２１，６００円（１１７）２２．４％（１１３）新人口対応試算（H14.5）（中位推計）

１８，５００円（１００）

２５，２００円＜１００＞

１９．８％（１００）

２１．６％＜１００＞

平成１１年財政再計算

（参考）国庫負担割合を１／３にとどめた場合

国民年金の最終保険料

（平成１１年度価格）

厚生年金の最終保険料率

（総報酬ベース）

注1 ： （　）及び〈　〉内は、平成11年財政再計算を100とした指数である。

注2 ： 基準ケースと新人口対応試算が異なるのは、経済前提、国庫負担引上げ時の保険料（率）の取扱い、保険料（率）の引上げ計画が異なるためである。

注3 ： 現在の保険料（率）は、厚生年金が13.58%（総報酬ベース）、国民年金が月額13,300円。

注4 ： 国庫負担割合を1/2に引き上げる場合には、基礎年金全体で引上げ分として、平成16年度2.7兆円（平成11年度価格。その後所要財源は増加。）の

税財源の確保が必要となる。

方式Ⅰ－２　給付と負担の双方見直し方式

　将来の保険料水準が過重なものとならないように、５年ごとの財政再計算の際に、少子化等の社会経済
　情勢の変動に対応して、保険料水準とともに、現行の給付の内容や水準の見直しを行う

　この方式の場合には、給付と負担の双方について総合的に検討して設定することとなるが、給付内容の
見直しについては、支給開始年齢の見直し、基礎年金水準の見直しや厚生年金の給付乗率の見直し、年
金改定率（スライド率）の変更等の方法を組み合わせることが考えられる。 4



方式Ⅱ　保険料固定方式

○　最終的な保険料水準を法定し、その負担の範囲内で給付を行うことを基本に、少子化等の社会経済情　
勢の変動に応じて、給付が自動的に調整される仕組みを制度に組み込む。年金制度を支える力である　
社会全体の所得や賃金の変動に応じて、給付水準を自動調整。

○　給付水準の自動調整は、少子化等の社会経済全体（マクロ）の変動の実績（または将来見通し）を、
一人当たり賃金や物価の上昇による現行の年金給付の改定方法に反映させることにより、時間をかけて　
緩やかに実施（マクロ経済スライド）。少子化等の社会経済情勢が好転すれば、給付水準は改善される。

○　マクロ経済スライドは、固定した最終的な保険料水準による負担の範囲内で年金財政が安定する見通し
が立つまでの期間中（特例期間中）適用。その後は、現行の年金給付の改定方法に復帰。

○新規裁定年金（厚生年金・基礎年金）の年金改定率
　＝被用者の総賃金（手取りベース）の伸び率（実績値）
　※厚生年金では、１人当たり賃金上昇率（手取りベース）と総賃金の伸　
　　び率（手取りベース）に差がある場合、この差（＝スライド調整率。労 　
　　働力人口の変動率に相当）の分だけ、給付水準が調整される。

○既裁定年金の年金改定率＝物価－スライド調整率

※単年度当たりの年金改定率に下限を設定。

　新裁、既裁それぞれについて、スライド調整を行うと前年度の名目年金
額を下回るときは、年金改定率をゼロとすることとして試算。一人当たり賃
金や物価が下落する場合を除き、名目年金額は下げないという考え方。
（名目年金額下限型）

マクロ経済スライド
（実績準拠法（名目年金額下限型））

マクロ経済スライド
（実績準拠法（名目年金額下限型））

≪新規裁定年金の年金改定率≫
　○厚生年金：賃金再評価
　　　　　　　　　１人当たり賃金上昇率
　　　　　　　　　　　（手取りベース）

　○基礎年金：政策改定
≪既裁定年金の年金改定率≫
　○物価スライド

現行の年金改定率（スライド率）現行の年金改定率（スライド率）

特 例 　
期間中

・マクロ経済スライドには、少子化等の社会経済情勢の変動実績を反映させる方法（上記の実績準拠法）のほか、変動の将来見通しを

　反映させる方法（将来見通し平均化法）も考えられる。

・単年度当たりの年金改定率の下限については、名目年金額下限型のほか、物価変動分は保証する方法（物価下限型）も考えられる。
（この場合、既裁定年金の物価スライドを保証することから、給付水準調整は既裁定年金には及ばない。）

5

－0.31％－0.30％－0.30％～2025年度

－1.50％－1.18％－0.92％2025～2050年度

低位推計中位推計高位推計（平均）

（参考）試算における１人当たり賃金上昇率（手取りベース）
と総賃金の伸び率（手取りベース）の差の見通し



基準ケース（保険料固定方式）（厚生年金の最終保険料率20％）
　　－マクロ経済スライド（実績準拠法（名目年金額下限型））でスライド調整する場合　

４０．１

２３．８

２０５０年

５５．０

２０２５年

現役（男子）の平均手
取り年収（月額換算）

（名目額）

モデル年金額
（名目額）

（４６．７）

（２６．０）

（３１．０）

給付水準調整期間終了
（２０３２年）

所得代替率： ５２％

６４．４

（５０．５）

３３．５

（２６．３）

１３．４

１９．０

２６．６

１７．３

（１４．７）
（１４．９）

（１７．６）

夫婦二人の基礎
年金額（名目額）

・

１０．４

１３．２

（１１．２）

１４．５

（１１．４）

２０．３

（１３．５）

夫の報酬比例年
金額（名目額）

○実績準拠法では、労働力人口等の減少が本格化する2025年頃から、給付水準
の調整度合いが大きくなる。

○マクロ経済スライドによる給付水準の調整は2032年まで続き、その後は一人
当たり賃金や物価の上昇による現行の年金給付の改定方法に復帰する。

○最終的な給付水準は、モデル年金の所得代替率（現在59%）でみて52%となる。

○国民年金の最終保険料（平成11年度価格）は、18,100円となる。
９０．２名目金額

（万円）
（５９．８）

４６．９

３０．６

現在

所得代替率：５６％所得代替率(ﾓﾃﾞﾙ年金)：５９％ 所得代替率： ５２％

※　賃金額及び年金額のカッコ内の数値は、物価で現在価値に割り戻したもの。

※　基礎年金国庫負担割合は、次期制度改正時に、安定した財源（平成１６年度２．７兆円（平成１１年度価格）

　　その後所要財源は増加。）を確保し、１／２に引き上げて計算している。
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基礎年金国庫負担割合を１／２に引き上げなかった場合（保険料固定方式）
　　－マクロ経済スライド（実績準拠法（名目年金額下限型））でスライド調整する場合　

17.3 17.3

２０５０年２０２５年

現役（男子）の平均手
取り年収（月額換算）
（名目額）

モデル年金額
（名目額）

30.6

（26.0）

30.6

（26.0）

55.0

（46.7）

23.8

40.1

40.4

（26.8）

46.9

（31.0）

２０３２年 ２０４３年

○基礎年金国庫負担割合を１／３にとどめると、基準ケース（１／２）
　と比べ、給付水準調整期間が長くなる（2032年→2043年）とともに、
　最終的な給付水準が相当低下する。（モデル年金でみた所得代替率
　52%→45%）

※　なお、基礎年金国庫負担割合1/2の場合、1/3にとどめた場合と比べ、最終的な給付水準が
高くなることから、給付に要する費用が多くなり、これを賄うために必要となる社会保険料
と税を合わせた全体的な負担の水準も高くなることに留意が必要である。

○また、このときの国民年金の最終保険料（平成11年度価格）は、　
　国庫負担割合１／２の場合（18,100円）と比べ5,000円上昇し、　　
　23,100円となる。

13.4

26.6

（17.6）
22.9

（15.2）

（14.7）（14.7）

33.5

（26.3）

35.9
（25.2）

・

（１／２・

　調整期間終了）

（１／３・

　調整期間終了）

・

56% 56%

所得代替率

45% 52%

所得代替率

13.2

（11.2）

13.2

（11.2）

17.5

（11.6）

20.3

（13.5）

10.4 夫の報酬比例年
金額（名目額）

夫婦二人の基礎
年金額（名目額）

1/3 1/2 1/3 1/2

青色･･･次期制度改正時に1/2
　　　 に引上げの場合

赤色･･･1/3にとどめた場合

名目金額

（万円）

90.2

（59.8）

現在

所得代替率：59%
（モデル年金）

※　賃金額及び年金額のカッコ内の数値は、物価
　で現在価値に割り戻したもの。 7



諸前提について異なる仮定を置いた場合①　
人口が変動した場合（保険料固定方式）（厚生年金の最終保険料率20％）
　－マクロ経済スライド（実績準拠法（名目年金額下限型））でスライド調整する場合　

17.3 17.3

２０５０年２０２５年

現役（男子）の平均手
取り年収（月額換算）

（名目額）

モデル年金額
（名目額）

30.5

（25.9）

30.6

（26.0）

31.2

（26.5）

55.0

（46.7）

23.8

40.1

40.9

（27.1）

46.9

（31.0）

51.1

（33.9）

２０２０年 ２０３２年 ２０４０年

○少子化の状況が改善する高位推計では、基準ケース（中位推計）と比
　べ、給付水準調整期間が短くなる（2032年→2020年）とともに、最終
　的な給付水準が高くなる。（モデル年金でみた所得代替率　52%→57%）
○少子化が一層進行する低位推計では、基準ケース（中位推計）と比べ、
　給付水準調整期間が長くなる（2032年→2040年）とともに、最終的な
　給付水準が低くなる。（モデル年金でみた所得代替率　52%→45%）

緑色･･･新人口高位推計の場合

青色･･･新人口中位推計（基準
　　　　ケース）の場合

赤色･･･新人口低位推計の場合

13.4

29.0

（19.2）26.6

（17.6）
23.2

（15.3）

（14.7）（14.7）

17.7

（15.0）

29.0

（25.6） 33.5

（26.3）

34.2
（24.8）
・・

・

（高位・

　調整期間終了）

（中位・

　調整期間終了）

（低位・

　調整期間終了）

13.2

（11.2）

13.2

（11.2）

13.5

（11.5）

17.7

（11.7）

20.3

（13.5）

22.2

（14.7）

低位 中位 高位

所 得 代 替 率

10.4
夫の報酬比例年
金額（名目額）

夫婦二人の基礎
年金額（名目額）

名目金額

（万円）

90.2

（59.8）

現在

所 得 代 替 率
所得代替率：59%
（モデル年金） 高位低位 中位

45% 52%56% 56% 57%57%

※　賃金額及び年金額のカッコ内の数値は、物価で現在価値に割り戻したもの。

※　基礎年金国庫負担割合は、次期制度改正時に、安定した財源（平成１６年度２．７兆円（平成１１年度価格）

　　その後所要財源は増加。）を確保し、１／２に引き上げて計算している。
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17.3 17.3

２０２５年

現役（男子）の平均手
取り年収（月額換算）
（名目額）

モデル年金額
（名目額）

30.6

（26.0）

30.6

（26.0）

55.0

（46.7）

23.8

40.1

40.6

（26.9）

46.9

（31.0）

２０３２年 ２０４３年

○厚生年金の最終保険料率を18%とすると、基準ケース（最終保険料率
　20%）と比べ、給付水準調整期間が長くなる（2032年→2043年）とと
　もに、最終的な給付水準が低くなる。　　　　　　　　　　　　　　
　（モデル年金でみた所得代替率　52%→45%）　　　　　　　　　　
○なお、このときの国民年金の最終保険料（平成11年度価格）は、厚生
　年金の最終保険料率20%の場合（18,100円）と比べ、基礎年金の給付
　水準が低くなるため、1,700円低下し、16,400円となる。

13.4

26.6

（17.6）
23.0

（15.2）

（14.7）（14.7）

33.5

（26.3）

36.1
（25.4）

・

（２０％・

　調整期間終了）

（１８％・

　調整期間終了）

・

10.4

13.2

（11.2）

13.2

（11.2）

17.6

（11.7）

20.3

（13.5）

夫の報酬比例年
金額（名目額）

夫婦二人の基礎
年金額（名目額）

56% 56%

所得代替率
１８% ２０%

52%

所得代替率

１８% ２０%

諸前提について異なる仮定を置いた場合②
厚生年金の最終保険料率を18%とした場合（保険料固定方式）
　　－マクロ経済スライド（実績準拠法（名目年金額下限型））でスライド調整する場合　

青色･･･最終保険料率２０％　
　　　（基準ケース）の場合

赤色･･･最終保険料率１８％　
　　　 の場合

名目金額

（万円）

90.2

（59.8）

２０５０年現在

所得代替率：59%
（モデル年金）

45%

※　賃金額及び年金額のカッコ内の数値は、物価で現在価値に割り戻したもの。

※　基礎年金国庫負担割合は、次期制度改正時に、安定した財源（平成１６年度２．７兆円（平成１１年度価格）

　　その後所要財源は増加。）を確保し、１／２に引き上げて計算している。
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